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自治体名：兵庫県高砂市

1．調査対象事業の概要及び本調査発案経緯
調査対象事業の概要及び本調査発案経緯を以下に示します。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

調査対象事業の概要及び本調査発案経緯

• 人口減少対策・財政負担軽減・市街地活
性化等が急務である。

• 向島公園エリアのポテンシャルの発揮が求め
られている。

• 人口90,373人（令和2年3月1日現在）
• 面積34.38K㎡（東西8.00km,南北9.57km）
• 兵庫県播磨地方の南東部、東・北は加古川市

西は姫路市、南は瀬戸内海、播磨灘に面する播州
平野の中央部

• 主要産業 播磨臨海工業地帯の中核

●自治体が抱えている課題

●基本情報

●周辺の市町村との位置関係

●上位計画との関係性

高砂市公共施設等
総合管理計画

高砂市総合計画

高砂みなとまちづくり構想

青年の家について広域での利用や一体的
なPPP手法を考慮しながら廃止又は民間
活用を進める旨が記載。

「広域行政の推進」として県との連携を推
進する旨が記載。

高砂ウォーターフロントミュージアムの施策と
して公園のさらなる活用が求められている。

計画名称 向島公園エリアの位置付け

●検討経緯

H30.7：市民ワークショップ
H30.10：庁内検討チーム設置
H31.2：庁内検討チームでの提
案書(案)を作成
H31.3：国土交通省主催のサ
ウンディングに参加
H31.3：庁内検討チームの報
告会を開催

向島公園エリア 堀川地区

H27：堀川周辺地区整備計画、
基本計画策定
H28：周辺整備工事実施設計
H29：周辺整備工事実施
H30：工楽松右衛門旧宅条例
制定

●調査の発案経緯・必要性
県の港湾緑地と市の３施設の一体活用
について、施設によって根拠の法・条例や
権利関係が異なるため、条件を整理し実
現可能なスキーム等を明らかにする必要
がある。

●調査概要

国土交通省「先導的官民連携支援事
業」の採択を受け、官民連携手法の導入
可能性を調査・検討することとなった。

自治体の概要 調査対象事業の概要 調査の経緯・必要性

●事業の概要

県との共同体制について、制度面及び実
務負担面を踏まえて、実現可能な体制を
構築する必要がある。そのための県との調
整や、各市有施設の担当課との調整が
必要である。

・ 本エリアを核とした周辺地域の活性化が求められている（上位計画等
より）。

・ 向島公園単体では十分な収益性が確保できない懸念がある。
・ 民間ノウハウの発揮の観点から、県立高砂海浜公園との一体的な活用

が求められている（検討経緯等より）。

県市連携の下、高砂市立の３施設（青年の家、向島多目的
球場、向島公園）と兵庫県が所有する県立高砂海浜公園を
一体的に活用する官民連携事業

市民ワークショップや庁内検討チームでの
検討を実施してきた内容を踏まえ、民間
事業者に対する事業条件の整理を行い
参入意欲を把握する必要がある。

2022年度から事業実施予定であり早急
な検討が必要である。

⇒調査概要はｐ２、ｐ３

出典：市提供資料

●事業背景
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2．背景と目的

本事業に関連する施設・エリアは下記の課題を抱えている。
公園単体での十分な収益性が確保できていない。
施設の老朽化が進み、稼働率も低い。
隣接する堀川地区の歴史的資源が十分に活用されていない。
現状の県から市への委託という体制では、県立海浜公園部分において事業者の事業提案余地が少ない。

また、事業実施を通じて、下記事項が期待されている。
対象施設に隣接する県立高砂海浜公園との一体的な活用が求められている。
向島公園エリアを含めた高砂エリア全体の価値の向上が求められている。

事業の背景

調査目的

本事業実施に向けた最適な事業スキームを明らかにする。
（老朽化の進む「青年の家／向島多目的球場等」の今後の活用方針等を含む）

民間事業者の提案余地拡大に向けて、実現可能な県市共同体制の案を構築する。
周辺地域の歴史的資源を活かした企画を探り、高砂エリア全体の価値の向上の可能性を検証する。

本事業の背景と調査目的を以下に示します。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

庁内検討体制

市の経営企画室が庁内の主体となって検討を実施。
加えて、施設所管課である建設課、生涯学習課、文化スポーツ課が、県市協議やサウンディングに参加。
兵庫県の加古川土木事務所（管理第二課及び港湾課）との協議を行い、県への説明・調整を実施。
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4.総合評価3.検証結果の反映2.仮説の検証

3．本調査の検討フロー
本調査は、①有用な仮説の設定／②仮説の検証／③検証結果の反映／④総合評価の順に検討を進めました。
具体的には、下記フローの中で、現状と理想の間にギャップがあることを明確にし、そのギャップを解消する手法として県市共同体制や都市公園の管理
等に係る手法の整理等を検討しました。これらの検討結果を基に、事業スキーム／事業期間／リスク分担について、仮説を設定しました。
上記仮設について、市場調査・県市協議を実施し、検証を行いました。市場調査では、関心意欲／仮説の検証／本事業及び向島公園エリアに対す
る意見を聴取しました。

情報の整理 可視化

目指す方向性

関連法令・制度

基本情報

①
事業手法等の評価

理想
ニーズを踏まえた用途
包括的な管理運営
高稼働／高収益

回答状況
関心度合

課題解決手法の検討

サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
調
査
・
県
市
協
議

調査結果総評

仮説に関する意見
現状と理想、その間
に存在するギャップ
施設の連携による
効果
周辺地域のポテン
シャル
事業スキーム
青年の家の今後の
活用
県市共同体制
事業期間
リスク分担
向島公園エリアに関
する意見

事業スキーム
事業期間
留意点

県市共同体制

収益事業

都市公園の管理等に
係る手法の整理（仮
説）

現状
限定的な用途
個別の管理運営
低稼働／低収益

ギャップ

連携による課題解決
の検討（仮説）

「青年の家」の収益性
向上等に向けた手法
（仮説）

官
民
連
携
手
法
の
検
討

事業スキーム
（仮説）

事業期間
（仮説）

リスク分担
（仮説）

周辺地域のポテンシャル（仮説）

県市共同体制に関す
る検討（仮説）

事
業
手
法
の
評
価

②
今後の課題及び

解決策整理

③
今後のスケジュール

本調査の検討フロー

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

ヒアリング結果

青年の家の
今後の活用

検
証
結
果
反
映

今
後
検
討
を
要
す
る
事
項

1.有用な仮説の設定
前提条件の整理 仮説の設定
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4．本調査における実施作業及びアウトプットの整理
次頁以降では、仮説と検証の流れに沿って、各段階において作成されたアウトプットを整理しています。
アウトプット作成時の具体的な作業については割愛しているため、下表にまとめて概要を整理し、アウトプットとの対応を示しています。

本調査における主な具体作業及びアウトプットの整理

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

向島公園及び周辺エリアの
関連法令の整理

項目 主な具体作業 アウトプット

関連法令（景観の形成等に関する条例、都市計画法、都市公園法、港湾法、河
川法、海岸法）の整理
関連法令による制約の確認
上記内容の図化

p.10

県市共同体制の検討

県市連携による県側のメリットの整理
他自治体の事例の収集
法制度のリサーチ・分析
上記を踏まえた体制案の検討
県市協議（1回目）における同席・補佐・議事録の作成
県市協議結果の反映・方法提案
体制案の再検討案の検討
県市協議（2回目）における同席・補佐・議事録の作成
県市協議（3回目）における同席・補佐・議事録の作成

p.18

p.19

p.20

p.21,22

p.35

仮説の設定
事業スキーム
事業期間
リスク分担

スキーム検討の条件の設定
検討スキームの図化及び各スキーム案の評価
6つの観点（ノウハウ発揮／事業範囲／ニーズ変化／制度変更／資金調達／事業
者の採算確保）からの事業期間の検討・評価
本事業特有のリスクの検討及び先行事例における対応策の整理

現状の可視化
及び理想とのギャップの把握

関連資料（基本協定書、関連計画資料等）の収集・整理
上記整理内容の図化
現状に対する理想の設定
上記内容を踏まえたギャップの把握及びその図化

p.11

ギャップ解消を目的とした
手法等の検討

管理許可及び指定管理者制度の比較
対象施設の連携により期待される効果の検討
社会教育施設の位置付けや廃止等に関する調査・整理
上記内容の図化

p.14

p.13

p.15

p.16

p.23

p.24

p.25

p.36

p.17
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有用な仮説の設定
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5．前提・制約条件の整理（１／３）
現在の指定管理の協定書や関連条例、関連計画等を基に、本調査を推進する上で踏まえるべき前提条件等について、下記の通り、整理しました。

項目 前提や制約 出典／備考

公の施設 市有の3施設（高砂市青年の家、向島多目的球場、向島公園）は、公の施設である。 【出典】高砂市HP

現在の指定管
理

3施設全て、2022（R4）.3.31で指定管理が終了する。 【出典】高砂市青年の家の管理に関する基本協定書／高砂市向
島多目的球場の管理に関する基本協定書／高砂市都市公園
（向島公園）の管理に関する基本協定書（案）

指定管理者の
指定期間

指定管理者の指定の期間についてはサービスの継続性と事業運営の安定性を確保するため、5年を原則と
する。

【出典】高砂市指定管理者運用方針

高砂市都市
公園条例

●各施設の位置づけ（第4条）
【都市公園】→向島公園／【有料公園施設】→高砂市青年の家、向島多目的球場
●行為の禁止（第6条）
（１）公園施設を損傷し、または汚損すること。
（２）木竹、植物を採集し、または損傷すること。
（３）土地の形質を変更すること。
（４）指定された場所以外でたき火をすること。
（５）鳥獣、魚類を捕獲し、または殺傷すること。
（６）立入り禁止区域に立ち入ること。
（７）指定された場所以外へ車馬を乗り入れ、またはとめおくこと。
（８）汚物または廃物を捨てること。
（９）風紀をみだし、その他都市公園の利用者に迷惑をかけること。
●行為の制限（第7条）
（１）行商その他これらに類する行為をすること。
（２）業として写真または映画を撮影すること。
（３）興行すること。
（４）集会し、または示威行進すること。
（５）競技会、展示会、博覧会その他これらに類する催しをすること。
●指定管理者の業務の範囲（第22条）
（１）都市公園の維持管理に関する業務
（２）その他都市公園の管理上市長が必要と認める業務

【出典】高砂市都市公園条例

用語の定義（第2条）
・都市公園とは、都市公園法第2条第1項に規定する都市公園をい

う。
・有料公園施設とは、市が管理する公園施設で有料で使用させるも

のをいう。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価
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5．前提・制約条件の整理（２／３）
項目 前提や制約 出典／備考

高砂市青年の
家管理条例

●青年の家が行う事業（第3条）
（１）青少年の集団宿泊研修に関すること。
（２）青少年が自然に親しむための学習活動に関すること。
（３）青少年の体育及びレクリエーション活動に関すること。
（４）前各号に掲げるもののほか、青少年の健全な育成を図るために必要なこと。
●指定管理者の業務の範囲（第6条）
（１）第3条に規定する事業
（２）青年の家の利用許可及び利用制限に関する業務
（３）青年の家の利用料金の収受、減免及び還付に関する業務
（４）青年の家の維持管理に関する業務
（５）その他青年の家の管理上教育委員会が必要と認める業務
●青年の家の利用時間（第9条）
（１）宿泊する場合 13:00～翌日11:00
（２）宿泊しない場合 9:00～21:00
●利用の許可（第19条）
青年の家の占用施設を利用しようとする者は、指定管理者の許可を受けなければならない。
指定管理者は、青年の家の管理上必要があると認めるときは、前項の許可（以下、「利用許可」という。）に際し条件を付
すことができる。
●利用料金の収受（第22条）
利用料金は、指定管理者の収入として収受させるものとする。

【出典】高砂市青年の家管理条例

●施設の区分（第18条）
青年の家の施設は、占用施設、公開施設、附属利
便施設及び管理施設に区分する。それぞれの該当
施設を以下に示す。
・占用施設（体育室（集会室）、研修室、和室
（宿泊室））
・公開施設（食堂、ロビー）
・附属利便施設（談話コーナー、浴室、洗面室、
便所）

・管理施設（事務室、宿直室、機械室、倉庫、リ
ネン庫）

高砂市向島
多目的球場
管理条例

●用途（第2条）
（グラウンド）
（１）軟式野球・ソフトボール・ラグビー・サッカーその他運動競技に類するもの
（２）健康増進に寄与するもので、市長が特に必要と認めたもの
（テニスコート）
テニス、ソフトテニス

●指定管理者の業務の範囲（第5条）
（１）球場の利用許可及び利用制限に関する業務
（２）球場の利用料金の収受、減免及び還付に関する業務
（３）球場の維持管理に関する業務
（４）その他球場の管理上市長が必要と認める業務
●利用時間（第8条）
球場の利用時間は、8:30～21:00。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、これを変更
することができる。
●利用期間の制限（第19条）
球場の利用期間は、引き続き3日を超えることができない。ただし、指定管理者が特別の事由があると認めるときは、この限
りでない。
●利用料金の収受（第21条）
利用料金は、指定管理者の収入として収受させるものとする。
●物品販売等の禁止（第31条）
指定管理者の許可なくして、球場内において物品の販売その他の商行為をしてはならない。

【出典】高砂市向島多目的球場管理条例

兵庫県港湾
施設管理条
例

●指定管理者による管理（第17条）
知事は、地方自治法244条の2第3項の規定により、港湾施設のうち規則で定めるものの管理を指定管理者に行わせる。

【出典】兵庫県港湾施設管理条例
現在、指定管理者制度は導入していないが、左記
の内容に基づき、「公の施設」である可能性はある
ため、確認が必要。
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5．前提・制約条件の整理（３／３）
項目 前提や制約 出典／備考

東播磨港高砂地区港湾緑
地管理規程

禁止事項（第3条）
（１）バーベキュー・花火など火気の使用 （２）ゴミ・吸い殻の投棄
（３）他の来園者に迷惑を及ぼす恐れのある行為 （４）フェンスの乗り越え
（５）たこ揚げ （６）園内での営業活動（港湾管理者が許可したものを除く）

【出典】東播磨港高砂地区港湾緑地管理規程

市有3施設の方向性 ●公共施設の最適化検討にあたっての市の考える方向性
青年の家の次期指定管理期間（2022～2026年）は、向島多目的球場や向島公園との一体的施設とし
て継続しながら、その後については広域での利用や一体的なPPP手法を考慮しながら、廃止又は民間活用を
進める。
●向島公園エリアにおける今後の方向性
青年の家の施設の状況も考慮しながら、2022（H34）年度から向島公園エリアを一体化し5年間の指定管
理で運用する。その間に、2027（H39）年度からのPPP手法による運用の方法を検討していく。

【出典】公共施設の最適化検討にあたっての市の考
える方向性／平成30年12月 高砂市議会定例
会追加参考資料

市有施設３施設一体管理で検討を進める中で、
民間事業者の参入意欲等を確認した結果、一体
活用しない方がより効果的であると説明可能であれ
ば、変更は可能であると考えてよい。

高砂市公共施設等総合管
理計画

●青年の家
・各社会教育系施設共に、利用実態、ニーズ等を踏まえて、他施設との複合化など、今後の運営手法、あり
方を検討し、施設の有効活用、維持管理コストの縮減を図る。

●向島多目的球場
・各スポーツ施設の多くは築30年を経過し、施設の老朽化が進行している。
・各スポーツ施設共に、施設が持っている機能や役割及び利用実態、ニーズ等を踏まえて、将来の配置や規模
を検討する。

【出典】高砂市公共施設等総合管理計画

市の投資可能な額（指定
管理料）

●現在の年間指定管理料
青年の家20,092千円／向島多目的球場19,300千円／向島公園5,826千円／県立高砂海浜公園
（市支出分）6,698千円の計51,916千円。
●今後の投資について
現時点では、現指定管理料を超える投資は難しいが、追加投資するだけの効果、また、投資回収のスケジュー
ル等が合理的に説明できれば良いため、上限6千万円は決定事項ではない。

【出典】高砂市青年の家の管理に関する基本協定
書／平成31年度高砂市向島多目的球場の管理
に関する年度協定書／平成31年度高砂市都市
公園（向島公園）の管理に関する年度協定書／
平成31年度高砂海浜公園維持管理業務委託執
行計画書

2019/05/21の県民局長との協議録に、「現在の
指定管理料の6千万円／年以上の投資は通らな
い」と記載があるが、例示として示したものであり、正
確な数値ではない。

向島公園エリアの関連計画
内での位置づけ

【高砂市総合計画】：スポーツ・レクリエーション拠点、臨海部の活性化の推進
【高砂市都市計画マスタープラン】：スポーツ・レクリエーションの拠点
【兵庫県東播磨地域ビジョン】：水辺・ものづくりのまちで生きる
【兵庫県瀬戸内なぎさ回廊づくり構想】：新たなパブリックアクセスの確保や水辺空間の創出
【兵庫県高砂みなとまちづくり構想】高砂ウォーターフロントミュージアムづくり、施策③高砂海浜公園・向島公園
の再生（加古川河口部から向島公園、県立高砂海浜公園などとの一体的利用を促すネットワークの充実、
展望施設の整備、松林を活用した名所づくり、老朽化した駐車場・公園施設の改良などによるリニューアルを図
る）

【出典】第4次高砂市総合計画／高砂市都市計
画マスタープラン／兵庫県東播磨地域ビジョン／兵
庫県瀬戸内なぎさ回廊づくり構想／兵庫県高砂み
なとまちづくり構想

梅井地内公園用地の方針
検討スケジュール

・広域ごみ処理施設の建設事業を進めている一環としての、公園用地事業である。
・今後の公園用地の方向性を踏まえて、向島多目的球場の位置づけを合わせて整理する必要がある。
→その後、来年度に実施設計を行う方針が確認されている。今後、向島公園エリア活用の方向性について検
討する際、動向を踏まえるよう留意する必要がある。

【出典】
・平成31年3月定例会参考資料（平成31年度

特別会計・企業会計予算関係）
・令和2年3月定例会参考資料
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6．港湾法等の規制の確認
県立高砂海浜公園は兵庫県の管理下にあります。そのため、向島公園の指定管理者が県立高砂海浜公園も一括して管理する場合には、県立高砂
海浜公園に関連する法規等についても遵守する必要があります。
県立高砂海浜公園について法規により定められている規制態様を以下に示します。
以下の整理の結果、向島公園の指定管理者が、県立高砂海浜公園をイベント等のために使用する場合、兵庫県港湾管理者からの行為許可が必
要になることについて、留意を要します。

禁止行為 港湾管理者
への届出 建築制限 行為許可

規制対象

みだりに、船舶
その他の物件で
港湾管理者が
指定したものを
捨て、又は放
置してはならな
い

港湾法第38条
の2に掲げる施設
の建設、改良、
新築又は増設

兵庫県臨港地区の
分区内における構
築物の規制に関す
る条例別表に掲げ
られる施設以外の
施設の建設

・港湾施設の使用
・港湾施設に固着する工作
物を新築、改築、又は除却

・港湾施設の形状の変更
・行商、募金その他これらに
類する行為

・業として写真又は映画を撮
影

・興行
・競技会、展示会その他これ
らに類する催し

根拠法令 港湾法第37条
の11

港湾法第38条
の2

港湾法第39条、第
40条
兵庫県臨港地区の
分区内における構
築物の規制に関す
る条例

兵庫県港湾施設管理条例
第4条第1項

出典：｢高砂海浜公園改修実施設計＜公園設
計 編＞報告書 p1-5（平成28年9月）｣

臨港地区 港湾法等による規制
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向島公園及び周辺エリアの関連法令（①景観の形成等に関する条例、②都市計画法、③都市公園法、④港湾法、⑤河川法、⑥海岸法）の範囲を以
下に示します。なお、向島公園エリアの右側に位置する加古川は一級河川です。向島公園エリアの左側に位置する堀川の内、永楽橋より北側は水路（市
が管理）、南側は港湾区域となります。
向島公園エリアは①～⑥の法令の制約を2～6つ受けるものと考えられます。また、受ける制約が多いほど、各法令に基づく許可や届出等の手続きに関し、
手間を要すると想定されます。
なお、河川管理者以外の者が管理する土地の場合、河川法に基づく制約を受けない可能性がある（法第24条）ため、該当する土地の管理者の確認
が必要であることに留意が必要です。

（出典：高砂市都市計画総括図）

向島公園及び周辺エリアの関連法令の範囲（仮説）

堀
川

加
古
川

向島公園

県立高砂
海浜公園

向島公園
エリア

【出典】近畿地方整備局https://www.kkr.mlit.go.jp/river/kasen/kakogawa.html／（東はりま加古川 水の新百景）https://www.kkr.mlit.go.jp/himeji/torikumi/river/database/kako_scene/115.html／
（東播磨地域）河川の管理について） https://web.pref.hyogo.lg.jp/ehk10/eh04_2_000000001.html

高砂市
青年の家

向島公園
エリア

【都市公園】

【第2種住居地域】

【臨港地区（修景
厚生港区）】

向島多目的
球場

【河川区域／
河川保全区域】

【歴史的景観形成地区】

【住宅街等景観形成地区】

【まちなか景観形成地区】

向島公園周辺エリア 向島公園エリア

高砂港

A

断面A-A’
加古川堀川 加古川堀川 加古川堀川

河川区域
（国交省）

第2種住居地域

都市公園
河川区域

（国交省）

播磨灘

第2種住居地域

臨港地区
（修景厚生港区）

都市公園

河川区域
（国交省）

第2種住居地域
臨港地区

（修景厚生港区）都市公園

A’

B

B’

C

C’

断面B-B’ 断面C-C’

播磨灘

歴史的景観形成地区

歴史的景観形成地区 歴史的景観形成地区①

①

①

③

⑤

②
④

2つの法令の
制約

5つの法令の
制約

6つの法令
の制約

（出典：景観ガイドライン 高砂市高砂地区）

永楽橋

水路
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7．向島公園及び周辺エリアの関連法令の範囲（仮説）

加
古
川
（
一
級
河
川
）

堀川（港湾区域）

【海岸保全区域】⑥

【港湾隣接地域】④

港湾隣接区域／
海岸保全区域

港湾隣接区域／
海岸保全区域

港湾隣接区域／
海岸保全区域
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各施設の現状を可視化すると、バラバラの管理や高額な指定管理料、老朽化や低い稼働率等の状況が見えてきます。

高砂市 青年の家 向島多目的球場

兵庫県維持管理を委託

シンコースポーツ・
清光社共同事業体

シンコースポーツ兵庫
株式会社

公益財団法人高砂市
施設利用振興財団

教育部 教育推進室
生涯学習課

健康文化部 くらしと
文化室 文化スポーツ課

まちづくり部 土木管理室
建設課

指定

指定管理者制度

維持管理運営業務

指定※2指定※1

維持管理業務維持管理運営業務 維持管理運営業務

公益財団法人高砂市
施設利用振興財団

委託契約

業務
委託

管理・所有形態

施設外観

県立高砂海浜公園向島公園施設名称

年間指定管理料
維持管理委託料 20,092千円 19,300千円 5,826千円 13,396千円(※県市の支出は1:1)

期間 5年間（ H29.4.1~R4.3.31 ） 3年間（H31.4.1~R4.3.31） 3年間（H31.4.1~R4.3.31） 1年間

実施されている自主事業 体操教室・食堂・物販等 運動教室・ソフトボール大会・物販等 － －

使用許可の権限 占用施設（体育室,研修室,和室）の
利用許可、利用制限

利用許可/利用制限、球場内における
物品の販売その他の商行為の禁止

－
（市への取次ぎのみ） －

予算に基づく事業者の収支
（）内は対支出

・有料公園施設 ・供用年数36年 ・RC造 ・新耐震
・社会教育施設 ・稼働率14.9%（H28）
・市内宿泊利用少 ・市外宿泊利用多
・市内貸館利用多

・有料公園施設 ・供用年数31年 ・駐車場（52台）
・土日祝日稼働率73.2% ・照明装置（ナイター設備）
・管理棟・倉庫（RC造、新耐震）・グラウンド
・テニスコート ・光熱水費が高い（支出の17％）

・都市公園 ・駐車場102台 ・バードケージ
・社会福祉団体の社会参加の場として売店運営が行わ
れている。
・S60～H15年の来場者数は一定推移

・港湾緑地 ・日本の白砂青松100選
施設概要

※1 指定管理者審査時の事務局
は企画総務部経営企画室
※2 向島公園の指定管理の応募
条件に、「海浜公園について市と委
託契約を結び、維持管理を行うこ
と」と記載されている。

0

10,000

20,000

30,000

収入 支出
利用料金収入=6,000千円（24％） 収入は維持管理委託料のみ利用料金収入=4,200千円（17％）

【出典】高砂市施設別カルテ（平成29年度 高砂市）／高砂市青年の家の管理に関する基本協定書／高砂市向島多目的球場の管理に関する基本協定書／高砂市都市公園（向島公園）の管理に関する基本協定書（案）／高砂地区港湾緑地の維持管理に関する協定書／平成
31年度高砂市向島多目的球場の管理に関する年度協定書／平成31年度高砂市都市公園（向島公園）の管理に関する年度協定書／収支予算書１（高砂市向島公園指定管理事業）／平成31年度高砂海浜公園維持管理業務委託執行計画書／高砂海浜公園維持管理業
務委託契約書／高砂市青年の家管理条例／高砂市向島多目的球場管理条例／平成31年度高砂市向島公園指定管理業務仕様書（案）／高砂地区港湾緑地 維持管理業務の内容／高砂市青年の家 平成30年度 年度計画書／平成31年度高砂市向島多目的球場事業計
画書及び収支予算書／高砂市青年の家 平成30年度 自主事業計画書／高砂市向島多目的球場 平成30年度 事業報告書／向島公園周辺地域の公民連携による活用に関する検討内容報告会／高砂市向島多目的球場 指定管理業務仕様書

H31年度予算

各施設の現状

（千円） （千円）

収入は指定管理料のみ

H31年度予算

0

10,000

20,000

30,000

収入 支出

H31年度予算H31年度予算 （千円）

0

10,000

20,000

30,000

収入 支出
0

10,000

20,000

30,000

収入 支出

（千円）

高砂市
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8．現状の可視化（As-is）
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向島公園エリア周辺には、歴史的景観形成地区、住宅街等景観形成地区、まちなか景観形成地区があります。特に本調査の向島公園エリアに隣接
する歴史的景観形成地区（堀川地区）は、江戸時代の町割りや町屋、工楽松右衛門の居宅（旧工楽邸）、謡曲「高砂」ゆかりの高砂神社等が
現在も保存されています。
上記特長を有する歴史的景観形成地区との繋がりにより、向島公園エリアを含めた堀川地区の発展が考えられます。
また、高砂市域は東西南北ともに10km以内とコンパクトで平坦な場所が多いため、市民の自転車利用が多いエリアです。中でも向島公園エリア周辺
は、高砂市内を交差する「加古川右岸サイクリングロード」と「姫路明石サイクルロード」の内、「加古川右岸サイクルロード」の起点となっています。
以上のようなポテンシャルを有する一方で、駐車場が足りていない、一番近いバス停留所から徒歩20分程度かかるという課題を抱えています。
上記課題の解決策として、以下の通り、①現状最も利用されている自動車交通の更なる整備、もしくは、②自動車以外の交通手段の構築が仮説とし
て考えられます。

交通アクセスにおける２つの課題

向島公園エリアの交通アクセスとしては、自動
車利用が主となるが、駐車場台数が少なく、
休日は駐車場がほぼ満車となっている。

向島公園エリア付近に一番近いバス停留所か
ら向島公園周辺までは、徒歩20分程度を要
する。

交通手段 期待される効果

自動車 自動車でのアクセスが一番多いため、現状必要駐車台数を把握したうえで、更なる
駐車場の確保ができれば、利用者の増加が考えられる。

船

２地区を繋ぐルートとして堀川を活用する点は、港町として栄えた堀川地区の特長
を活かしており、他地域との差異化が期待できる。ただし、その活用に際して、港湾
法の制約を受ける。制約を受ける施設は、臨港地区の修景厚生港区（「港湾法
等の規制の確認」に記載の通り）に指定されている向島公園の一部及び県立高砂
海浜公園である。この臨港地区の修景厚生港区内の場合、一定の制約があるが、
例えば桟橋・浮桟橋であれば、設置が可能である。
また、通常の公園利用者以外の公園訪問・利用が想定でき、現在よりも利用者の
増加が考えられる。

バス 堀川地区との繫がりを考慮したバスルートの設定等が実現可能であれば、一定の
利用者の増加が考えられる。

自転車 「加古川右岸サイクルロード」の起点となることから、向島公園エリアをサイクルベースと
して整備することにより、更なるサイクリストの誘致が期待できる。

周辺ポテンシャルを活かした課題解決の方向性（仮説）

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

9．周辺地域のポテンシャル（アクセス性の観点）
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①ストラクチャー：適正水準施設等／ニーズを踏まえた用途
②プロセス ：包括的な管理運営／権限有効活用
③アウトカム ：高稼働／高収益（＝指定管理料の抑制）

P.11の現状（As-is）について、事業等の総合的な評価で用いられる３つの視点（ストラクチャー：構造、プロセス：過程、アウトカム：結果）に基づき分
析すると、「老朽化し用途が限定的な施設等について、別々の主体が一部の権限がない状態で管理運営を行い、結果として低稼働・低収益（＝指定管
理料の負担大）という状況」と整理することができます。
一方、理想（To-be）は「ニーズを踏まえた用途、適正水準の施設・設備に基づき、複数施設を包括的に管理運営し相互の相乗効果の最大化も図り、
結果として高稼働・高収益（＝指定管理料の抑制）という状況」と想定されるため、現状との間に小さくない「ギャップ」が存在するものと認識しています。
以上を踏まえ、このギャップを可能な限り埋める方策という観点に基づき、以降の検討を行っています。

理想（To-be）

現状（As-is）

ギャップ

①ストラクチャー：青年の家の老朽化／限定的な用途
②プロセス ：施設毎に別々に管理運営／一部の権限なし
③アウトカム ：低稼働／低収益（＝指定管理料の負担大）

現状と理想、その間のギャップの存在（仮説）

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

10．現状と理想のギャップ
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管理許可・指定管理者制度の比較

「管理許可」と「指定管理者制度」を比較すると、公園全体を有効活用し賑わい創出を追求する場合は、指定管理者制度の適正が高い（税金の投
入やイベント等の実施を希望する第3者に対する行為許可、自主事業の実施が可能等）と考えます。
一方、独立採算により成立する業務が含まれる場合は、議会関連のプロセス簡略化等を重視し、当該業務部分のみ指定管理業務外とし、別途管理
許可に基づき実施することも考えられます。その場合、管理許可を受けた者と指定管理者間の役割分担等を検討・整理する必要があります。

（都市公園法）
管理許可※

（地方自治法）
指定管理者制度 備考

施設の設置

施設の管理

具
体
的
な
事
務
等

・占用許可権限
・監督処分等
行為許可権限
（許可の付与）

料金収受

その他清掃等

公園の一部

公園全体

選定に係る議決

業務内容・
料金の条例化

業務
範囲

対象
範囲

議会
関連

不要
不要

要
要

• 「設置許可」が必要となる。

• 公園管理者が行うこととして、法で定められている。

• 「指定管理者制度による都市公園の管理について（通知）」において権限付与には慎
重な判断を行う旨が示されているが、付与事例は多数存在。

• 底部の「議会関連」で示す通り、管理許可の場合の料金は条例に規定する必要がない。

• 「指定管理者制度による都市公園の管理について（通知）」において、指定管理者は
管理許可を要することなく都市公園の管理が可能と示されている。

• 「都市公園法運用指針（第4版）」において、一般的には、公園全体の管理を民間等
に利用料金の収受も含めて包括的に委任しようとするような場合は「指定管理者制
度」を適用し、飲食店等の管理を民間に委ねる場合や遊具、花壇等の管理をNPO等に
委ねる場合には、管理許可制度を適用するものと考えられる旨が示されている。

• ―

• 特に「料金の条例化」を回避し、料金設定の柔軟性を一層高めることを重視する業務が
ある場合、当該業務部分のみ「管理許可」とし、その他の公園全体に対して「指定管理
者制度」を適用する事例もある。

• 上記の場合、管理許可を受けた者と指定管理者間の役割分担・リスク分担等について
検討・整理する必要がある。

自主事業 • 指定管理業務以外であって、指定管理者が企画した業務のことをいう。指定管理者によ
る独立採算事業となる。

管理に対する税金の投入 • 「管理許可」に基づく管理に対して、公園管理者が税金を投入した事例や、そのことを容
認する資料等は、公表情報では確認できていない。

※なお、港湾施設について、港湾法には管理許可に該当する記載はない。相当する手法としては、兵庫県港湾施設管理条例に基づく行為の許可が挙げられる。
当該条例における行為の許可は、施設の使用や工作物、施設等の新築など広い範囲の行為を含むため、管理許可に相当する範囲の許可を含む可能性がある。ただし、詳細は県に確認する必要がある。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

11．都市公園の管理等に係る手法の整理
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青年の家の設備利用をセッ
トにした利用方法
（例：シャワー設備の開放
（利用料金徴収、割引
等））
窓口機能の統一化

一時利用者（イベント時）
への施設設備の開放
（例：BBQセットやテントの
貸出・保管・管理、飲食提
供、サイクルラック設置、工
具貸出、物販、入浴設備
提供)

砂浜の占用物の設置を促
す
（例：砂浜に設置する椅
子等の貸出・保管・管理）

青年の家に市内利用者を
呼び込むイベントの開催
（例：地域の野球大会の
積極的な誘致・募集）
青年の家の合宿利用促進
（例：予約方法の改善）

スポーツイベントの核として
の機能と波及
（例：向島公園も含めた
試合会場の設定及びイベン
トの企画）

向島公園エリア全体を巻き
込んだイベントの開催
（例：球場→賑やか、海
浜公園→穏やか）

青年の家に市内学校の生徒
を呼び込み活用を促す企画
（例：遠足等（白孔雀の見
学）の市内学区の利用）

連携したイベントの開催によ
る収益の向上
（例：スポーツイベント（球
場を試合会場、向島公園を
物販・飲食会場）の開催）

向島公園内における利用の
誘発
（例：向島公園で遊んでい
た人が足を運ぶ）

宿泊利用者を増やすための
魅力向上
（例：工場夜景を活用した
研修の企画）

球場利用者の呼び込み
（例：海浜公園を訪れた
市民）

日常利用者の呼び込み及
び回遊の誘発
（例：2公園における一体
的な散歩コースの整備）

連
携
に
よ
る
効
果
を
期
待
す
る
側

青
年
の
家

①市内の利用者を増やす必要がある。
②市外のリピーターや常連客の利用を

増やす必要がある。
③老朽化への対策が必要である。
④宿泊利用者を増やす必要がある。

向
島
多
目
的
球
場

①高い維持管理コストを賄う必要があ
る。

②球場の収益を上げる必要がある。

向
島
公
園

①日常利用者に向けたサービスの向上
（散歩、休憩、飲食）
②一時利用者（イベント時）に向けた

利便性・サービスの向上

海
浜
公
園

県
立
高
砂

①利用方法の制限を改善する必要が
ある。

②市有3施設に対して閉ざされている
点の改善が必要である。

青年の家 向島多目的球場 向島公園 県立高砂海浜公園

各施設の課題を施設間連携により解決することが期待できるか否か等について、下記の通り、マトリックス形式で検討を行いました。
検討の結果、公園全体の利用者数の増加や施設間の回遊性誘発等の効果を期待することができると考えます。
一方、対象施設内で唯一の「ハコモノ」である青年の家について、現状は社会教育目的の利用が主であり、一般利用が制限されています。よって、例え
ば公園全体の受付、その他の事務管理機能を担う等、公園全体のサービスの最適化に向けて機能するためには、当該制約が障壁となることが懸念さ
れます。

各施設の課題

連携による課題解決検討マトリックス（仮説）
連携による効果を期待される側

A

B

【A】が【B】に期待すること

〈
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
の
読
み
方
〉

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

12．連携による課題解決の検討（仮説）
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• 地方自治法に基づき普通財産化することが
可能であれば、貸付や売却を含め、民間ノ
ウハウ発揮の自由度が非常に向上。

• 一方、「青年の家」は都市公園法上の公園
施設という位置づけも有するため、同法と、
普通財産化というプロセスの整合性等の
整理が必要。

「青年の家」について、他施設との連携も考慮した上で多様化するニーズに合わせて提供するサービスの幅を拡大し、併せて収益性の向上も図るためには、
「案１．現在の条例を改正し、本来の用途を逸脱しない範囲で、提供可能なサービスを追加する」、又は「案２．社会教育法に基づく社会教育施
設という用途自体を変更する」の２つの方法が考えられます。
「案２」の場合、さらに「案２－１．行政財産のまま、他課に移管する」、「案２－２．普通財産化する」の２つの方法が考えられますが、いずれの案
も課題を有しているものと考えます。具体的には、前者は関係機関調整の難しさが、後者は都市公園法との関係性の整理を行うことが懸念されます。

「案２－１」については、「第９次地方分権一括法（令和元年６月交付）」により、地方公共団体の判断で首長部局に移管が可能になったこと
で、手続きが円滑になった可能性もあると認識しています。

実
現
性

期待される収益性向上度合い
（民間の自由度） 高

高

低
低

案2-1

案2-2

条例改正

所管換え

普通財産化
• 最も現状の延長線上にあるため、実現

性は比較的高いと想定。
• 一方、基本的な用途は変わらないため、

収益性向上は限定的と想定。

• 用途が変わることにより、民間の自由度、
ひいては収益性の向上が期待可能。

• 一方、「所管換え」に伴う行政上の手続
きは容易ではないと認識。

案１

他の用途

行政財産 普通財産

社会教育施設用途

公有財産区分

「青年の家」の収益性向上等に向けた手法（仮説）

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

13．「青年の家」の収益性向上等に向けた手法（仮説）
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県民・市民に提供するサービスを向上させ、「利用者数増加等」を達成することは県・市共通の目的と認識していますが、その実現には、県による助力や
協力体制が必要です。ここで、県の主な対応事項として、「兵庫県港湾施設管理条例施行規則の改正（次頁参照）」、「県市共同による指定管理
者選定手続の推進」の２つがあると想定しています。いずれの事項も県の労力は一般的なケースに比べると極小化しうると考えます。
具体的には、まず「港湾施設管理条例施行規則の改正」にあたっては、条例の議決や改正ではなく「規則の改正」であるため、議決が不要と認識していま
す。また、当該規則には後述する通り、既に同種施設（海浜公園）も規定済みのため、踏襲できる前例があり、県の労力の極小化が期待できます。
次に、「指定管理者選定手続」について、県には「指定管理者の公募に関するガイドライン」、市には「高砂市指定管理者制度運用方針」が既に整備済
みのため、これらをすり合わせるという効率的な検討アプローチが可能と考えます。また、必要となる各種資料（要求水準等）についても、県立高砂海
浜公園の維持管理状況を市が把握できているため、市が主導して作成することが可能と考えます。

市の目的と実現手法（案）

目的 実現手法
（案）

• 利用者数増加
• 利用者満足度

の向上

• 業務負担軽減
• 財政負担軽減

県立高砂
海浜公園

と
向島公園

の
長期包括的
管理運営

（指定管理）

県の主な対応事項と対応方法

◆市主導に基づく最小限の労力により、
市が目指す目的と同様の効果の享
受を期待できる

※上記は、県と市が共同で策定した「高砂
みなとまちづくり構想」に掲げる以下の目
的にも合致するものと認識しています。

県が期待できるメリット

兵庫県港湾施設
管理条例規則の改正

県市共同による
指定管理手続の推進

• 議決が不要
• 前例を踏襲し効率化
（【県港湾施設におけ

る指定管理者制度の
取扱（仮説）】を参
照）

主な対応 負荷軽減要素
（仮説）

• 効率的な検討
アプローチが可能

• 各種資料の検討につ
いて市が主導可能

指定管理者制度導入に向けた県の対応と期待できるメリット等（仮説）

• 集客力向上
• 周辺施設とイベントによる連携が可能
• 港湾緑地のさらなる有効利用

一致と認識

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

14．指定管理者制度導入に向けた県の対応と期待できるメリット等（仮説）
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公表情報を調査した結果、県の港湾施設のうち、どの施設が指定管理者制度導入の前提となる「公の施設」であるかを特定することはできませんでした。し
かし、「兵庫県港湾施設管理条例施行規則 別表第5」において現在指定管理者制度を導入している8施設が明記されており、その中には海浜公園（西
宮市の公園配置図より港湾緑地と想定）も含まれています。
また、同じく公表情報においては、当該8施設各々の設置管理条例を確認することはできませんでしたが、前述の兵庫県港湾施設管理条例の中で指定
管理者による管理や利用料金等が規定されています。
以上より、県の港湾施設を新たに公の施設に位置付け指定管理者制度を導入する際には、新たに設置管理条例を制定する必要はなく、兵庫県港湾施
設管理条例施行規則別表第5を改正することによって、導入が可能と想定されます（この点は、県への照会・確認が必要です）。

県の港湾施設における指定管理者制度の取り扱いの現状（仮説）

（出典：兵庫県港湾施設管理条例施行規則別表第5）

No. 港湾施設 設置管理条例
（公表情報に基づく仮説）

1
尼崎西宮芦屋港来訪船舶係留施設

並びにこれに隣接する脩景護岸、駐車場
及び緑地

不要と想定
（既存の左記施行規則

別表第5を改正することにより
対応可と想定）

2 尼崎西宮芦屋港利便機能付係留施設

3 尼崎西宮芦屋港兵庫県立
甲子園浜海浜公園

4 東播磨港小型船舶係留施設

5 姫路港網干沖小型船舶係留施設

6 相生港那波旅客来訪船舶桟橋

7 淡路交流の翼港港湾施設

8 津名港志築来訪船舶桟橋

兵庫県港湾施設管理条例
（指定管理者による管理）
第17条 知事は、地方自治法第244条の２第３項の規定により、港湾

施設のうち規則で定めるものの管理を指定管理者に行わせる。

兵庫県港湾施設管理条例施行規則
（管理）
第20条 条例第17条の規則で定める港湾施設は、別表第５のとおりと

する。

（利用料金）
第17条の２ 前条の規定により指定管理者に管理を行わせることとした港湾

施設のうち別表第２に掲げるものを使用しようとする者は、当該港湾施設
の使用に係る料金（以下「利用料金」という。）を納めなければならない。

２ 利用料金は、指定管理者にその収入として収受させる。
３ 利用料金の額は、別表第２に定める基準額に0.5を乗じて得た額から

当該基準額に1.5を乗じて得た額までの範囲内の額で、指定管理者が知
事の承認を受けて定めるものとする。

４ 指定管理者は、知事の承認を受けた基準により、利用料金の全部又は
一部を免除し、又は返還することができる。

既に8施設（海浜公園含む）に対して
指定管理者制度導入済み

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

15．県港湾施設における指定管理者制度の取り扱い（仮説）
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以上の検討の結果、県市共同を実現できる可能性は少なくないものと認識し、具体的な共同体制について検討しました。その結果、以下の通り、複数
の体制案が考えられます。
県立高砂海浜公園について、高砂市が指定管理者を指定するのであれば、【体制案１～２】を採用することが考えられます。一方、県が指定管理
者を指定する場合には、【体制案３～５】の採用が考えられます。
メリット・デメリットを考慮すると、現時点では、【体制案３又は体制案４が妥当】と考えられます。

事業者の自由度

県市共同体制案（仮説）

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

16．県市共同体制（仮説）の検討
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11/27(水)に、本調査の検討状況共有及び県市共同の提案（体制案１～６）に関する意見交換を目的とした県市協議を実施しました。県は加古川土
木事務所の管理第二課及び港湾課が出席し、市は経営企画室と各施設所管課が出席しました。※国土交通省及びコンサル同席。
12/12(木)に、市経営企画室から改めて、県（所長補佐、港湾課長等出席）に説明を行いました。※国土交通省及びコンサル同席なし。
上記の協議で把握した県の懸念事項・意向を踏まえて、特に体制案2,6をベースに、仮説を再検討することとしました。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

17．県市協議①

県市協議①（11/27、12/12）の主旨及び協議内容、成果、課題

主旨
高砂市が先導的官民連携支援事業を活用して検討を進めている向島公園エリアの一体
的な管理について、検討状況の共有及び県市共同の提案（体制案１～６）に関する
意見交換

協議内容

現在の検討状況の報告
現状と理想のギャップ（仮説）／施設の連携による課題解決（仮説）／事業
スキーム（仮説）／事業期間（仮説）／県市共同体制案（仮説）

県の疑問に関する意見交換【11/27】
現行の管理体制で十分ではないのか。
←民間事業者に向島公園エリア全体で賑わいを生んでいただくことがよいと市では
考えており、現行の管理体制では海浜公園部分に制約があると考えている。(市)
そもそも県の港湾施設に指定管理者制度を導入することは可能なのか。
←県の港湾施設管理条例及び施行規則内に、既に導入している港湾施設が複
数記載されており、制度上も実現不可能ではないと認識している。(コンサル)

県の懸念事項、意向に関する意見交換【12/12】
県として維持管理費は減らしたいが、新たな事務負担は受け入れ難い。そのため、
指定事務の発生する体制案３・４は県としては難しいと考えている。事務はでき
る限り市が行う体制を検討いただきたい。
向島公園エリアに市場性がないのではないかと懸念している。

結
果

県の懸念事項・意向を踏まえた上で、実現可能性の高い体制案を再検討することが
求められる。特に体制3,4は県としては実現可能性が低い。
→体制案2,6について深堀した体制案を再検討することとした。

成果

課題

検討状況について説明し、市の考え方や今後の進め方について認識を共有した。
県市共同体制について、県としての懸念事項・意向を聞くことができた。特に、現状体
制からの変更について、県としての必要性や、事務負担が課題であることをうかがえた。

20



体制案２（許可型）についてさらに深堀検討した現時点の案を以下に示します。
県立高砂海浜公園の所有者は県のまま、協定に基づき市が県から管理許可相当を受け、その上で公の施設化等を市が行う案です。
本体制の具体化に向けては、下記の点に留意する必要があります。

県 市

県立高砂海浜公園

指定管理者

①
所有

②
協定締結

③
管理許可相当

⑤
【市議会で議決】

指定

⑥
管理運営

④
【市議会で議決】
市の公の施設化

（設置管理条例の制定）

県市共同体制 体制案２の深堀案（暫定版）

県有施設を市が公の施設化し指定管理者も指定する点について、関係者(他部局、議会、住民等)への説明・合意形成を慎重に行う必要があります。
管理許可相当の場合、既存の「委託料」という形では県から市に費用が払われなくなります。県と市の費用負担方法について、検討する必要があります。

（例えば、一部の維持管理業務については管理許可の対象外とし、引き続き県から市に委託料を支払って委託することが考えられます。）

※なお、国営沖縄記念公園の首里城及び沖縄美ら海水族館について、内閣府沖縄総合事務局より管理許可を受けた県が、公の施設に位置づけ、指定管理者を指定しています。
ただし、「自治体間ではなく、国と県が主体であること」「都市公園であり都市公園法に基づいていること」が本事業と異なる点に注意する必要があります。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

18．県市共同体制再検討（１／２）
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体制案６（業務委託型）について、現在の委託契約や現行の行為許可を最大限拡張し、疑似指定管理的な位置づけを民間に与え、自由度を高める案
です。県市の委託契約の内容・想定する行為許可の内容について市が民間から提案を受け、基本的に当該提案を踏まえた委託内容等とする想定です。
行為許可は県が行いますが、協定に基づき一定期間分を包括的に申請・許可する手続きを確立することで、県の手間を最小化することに加え、民間の手間
や許可が下りないというリスクの最小化を図ります。加えて県が市に申請や伝達の窓口を委託等することで、手続きを効率化できる可能性があります。

行為許可を行う権限自体については、管理許可相当の方法で県から市に移譲できないことに注意が必要です。

県 市

①
協定
締結

県市間で協定締結

市

民間

市有３施設 県立高砂
海浜公園

市県

④
民間提案を踏まえた委託

（例：長期化・運営業務込）

民間

⑤
再委託

②
指定管理業務等を提案

②
協定に基づき、
県市委託内容や
想定する行為許可の
内容を提案

②
提案

③
指定

（市有3施設分のみ）

⑥
協定に基づき、一定期間分の

行為許可を包括的に申請

⑦
協定に基づき、原則許可

協定に基づき市が民間選定 協定に基づき疑似指定管理的な委託を実現

市県

④
民間提案を踏まえた委託
+許可申請の窓口を委託

民間

⑤
再委託

（協定に定めた例外のケースについては、
県と民で許可申請・対応）

⑥
行為許可
を申請

⑦
許可申請を包括的に報告

⑧
許可通知の

交付代行を依頼
⑨

許可通知の
交付代行

行為許可申請手続き効率化パターン（仮説）

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

18．県市共同体制再検討（２／２）

県市共同体制 体制案６の再検討案
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以上の検討を踏まえ、事業スキーム候補を以下に示します。※「市有３施設及び海浜公園は一体管理」「収益性向上を図る」「向島公園の使用許可権限付与」は共通事項と仮定。
スキーム案１は条例改正により青年の家を社会教育目的以外で活用できる幅を拡大することで、一部、収益性の向上が期待できます。
スキーム案２は利用目的の制約がなくなり、スキーム案１よりも、収益性向上が期待できます。
スキーム案３は案２へのP-PFIの導入により、改修・整備にかかる市の支出縮減や公募対象施設設置による波及効果についても期待できます。ただし、民
間事業者が採算性が低いと判断した場合、実現が難しいことに留意する必要があります。

青年の家については、利活用せず解体し、民間において新たに施設を整備・運営することが事業の魅力を高めると判断できる場合は、解体する可能性
もあります。

【スキーム案１】
社会教育施設のまま条例改正のみ

概要

管理形態

施設間の連携

・青年の家を社会教育施設としたまま、「青年の家管理条例」を改正
し、一般利用の拡大、利用料金の見直し等を行う。

・老朽化した同施設の改修は、従来方式（市による請負業務の発
注）に基づき行う（管理運営と一体化させたRO方式で実施する
選択肢もあるが、改修の規模と内容が限定的な場合、民間資金
調達等のメリット享受が極めて限定的と想定、スキーム案２も同様）。

高砂市

高砂市
青年の家

【スキーム案２】
社会教育施設の廃止

・所管換え等の手法によって、社会教育施設を廃止し他用途化。
・老朽化した青年の家の改修方法は、【スキーム案１】に同じ。
・「青年の家」の収益性向上等に向けた手法（仮説）の【案2-1】、
【案2-2】のいずれかを採用するかについては、引き続き要検討。

・他用途の内容が柔軟な料金設定等を伴う場合は、指定管理では
なく管理許可とすることで、料金条例化等を回避することも想定。

【スキーム案３】
社会教育施設の廃止＋Ｐ-ＰＦＩ 導入

・所管換え等の手法によって、社会教育施設を廃止し他用途化。
・市有3施設及び県立高砂海浜公園とは別に公募対象公園施設
の設置を許可する（いわゆる「P-PFI」の導入）。

・公募対象公園施設で想定される収益の一部を、特定公園施設
（ここでは、高砂市青年の家を想定）の整備費に充当する。

使用許可
の権限

料金収受

民
間
関
与

市の支出縮減への効果

管
理
運
営

所有形態

兵庫県

向島多目的
球場

向島公園
県立高砂
海浜公園

指定管理者

向島多目的
球場

向島公園
県立高砂
海浜公園

向島多目的
球場

向島公園
県立高砂
海浜公園

高砂市 兵庫県 高砂市 兵庫県 高砂市 兵庫県

整備
（改修）

主体

総合評価

指定管理者

・社会教育施設の廃止に伴う業務範囲の拡大によ
り、旧青年の家を中心とした収益性の向上及び市
の支出の縮減が期待できる。

高砂市 兵庫県

指定管理者

民間ノウハ
ウの発揮

高砂市 兵庫県

公募
対象
公園
施設

指定管理者民間

・対象施設を一体的に管理運営できるため、滞在を含めた公園活
用が可能。

・公募対象公園施設により、連携による相乗効果の向上を期待。

指定管理者

・条例改正によって、収益性や市の支出の縮減による
一定の期待ができるが、同時に社会教育施設である
ことによる制約が懸念される。

・公募対象公園施設の収益の一部の充当及び収
益性の向上により、市の支出の縮減が期待できる。

・対象施設の連携による一定の収益向上により、市
の支出の縮減が期待できる。

民間

・公募対象公園施設を考慮した整備が期待できる。
また特定公園施設の設定範囲により、更なるノウ
ハウの発揮が期待できる。

・社会教育施設の廃止により、旧青年の家における業
務範囲の拡大及び民間ノウハウの発揮が期待できる。

・社会教育施設の廃止により、利用の増加や収益性向
上が期待できる。

・公募対象公園施設を含めた利用や相乗効果での収
益性向上及び市の支出の縮減が期待できる。

・事業成立可否は多分に民間の採算性判断に依存。

他用途
施設

指定管理者

民間 民間

他用途
施設

・対象施設を一体的に管理運営できるため、滞在を含めた公園活
用が可能。

・公園全体での収益施設の配置の検討が可能。

・対象施設を一体的に管理運営できるため、滞在を含めた公園活
用が可能。

・公園全体での収益施設の配置の検討が可能。

（占用施設のみ）

・請負契約のため、民間ノウハウの発揮は期待でき
ない。

・条例の改正により、青年の家における業務範囲の拡
大が期待できる。しかし、社会教育施設ではあるため、
一定の制約が想定される。

・請負契約のため、民間ノウハウの発揮は期待でき
ない。

・社会教育施設の廃止により、旧青年の家における業
務範囲の拡大及び民間ノウハウの発揮が期待できる。

県立高砂海浜公園については、
「14．県市共同に関する検討」を参照

管理運営

請負契約

改修

事業スキーム候補（仮説）

設置許可

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

19．事業スキーム候補（仮説）
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21年～20年15年10年

事業期間（仮説）について、下記の6つの観点に基づき総合的に検討した結果、「15～20年」が適当と考えます。
一方、現在の指定管理者（指定期間：3年もしくは5年）に対し、期間延伸に伴う懸念の有無等を確認することが有用と考えます。
なお、「高砂市指定管理者制度運用方針」に「指定管理者の指定の期間については、サービスの継続性と事業運営の安定性を確保するため、５年を
原則とする」と記載されている点を踏まえ、整合等の観点から精査は必要と認識しています。

事業期間（仮説）検討結果

５年

①
ノウハウ発揮の観点

②
事業範囲の観点

⑤
資金調達の観点

検討の観点

総合評価

③
ニーズ変化の観点

④
制度変更の観点

• 長期間であるほど、予防保全や技術習熟等によるLCC（ライフサイクルコスト）の抑制が期待できる。
• 但し、長期間過ぎるほど、技術革新に伴う業務方法の改善や契約金額の改定等を実現するための工夫を要する。

• 計画修繕・更新業務は生じ難いため、事
業当初に業務内容等を想定しやすい。

• 計画修繕・更新業務が生じうる。
• 上記業務の発生タイミングや金額を事業

当初に想定することは容易ではない。

• より大規模な修繕
が生じうる。

• 長期間であるほど、ニーズの変化に柔軟に対応できる仕組みを構築する必要がある。

• 長期間であるほど、制度が変更となるリスクが高まる。
• 一般的に制度変更リスクは発注者（市）が負担するため、事業者の参画意欲に悪影響を与えることはない。

⑥
事業者の

採算確保の観点

• 民間資金を活用する際、金融機関が前向きに検討しやすい期間は、一般的に「15～20年」となる。

• 仮に初期投資費用を要する収益事業の場合、採算を確保するためには、ある程度の期間が必要となる。
• 上記を踏まえ、P-PFIでは公募対象公園施設（完全独立採算）の設置許可の期間が「20年」に延伸されている。

上記観点を総合的に踏まえると、事業期間（仮説）は「15～20年」が適当と考える。
計画修繕・更新業務については、建築物が限られることも踏まえた上で、官民業務分担を検討する。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

20．期間の検討（仮説）
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「内閣府 PFI事業におけるリスク分担等に関するガイドライン」に基づき、リスク分担のメカニズムを【原因】リスクの顕在化、【現象】想定収入／支出の変動、
の2過程に整理しました。また、先行事例における各リスクへの対応を整理しました。
本事業は、市有施設と県有施設の一体的な管理や県市の共同体制の構築、利用料金収入の増加、周辺地域との連携等を目指しています。そのため、
他の官民連携事業と共通のリスク（第三者賠償リスク、物価変動リスク等）に加えて、共同体制運用リスク、収入変動リスク、既存施設活用リスクが本
事業特有のリスクとして想定されます。
上記3つのリスクの内、先行事例に見られる対応として収入変動リスクにはプロフィットシェア／ロスシェア、既存施設活用リスクには、事業者の瑕疵担保期
間の設定や瑕疵の起因主体の明確化があります。

本事業特有のリスク及び先行事例における対応（仮説）

（出典：内閣府 PFI事業におけるリスク分担等に関するガイドライン）

リスク分担のメカニズム １.共同体制運用リスク ２.収入変動リスク ３.既存施設活用リスク

公共施設等の管理者等あるい
は選定事業者のうち
①いずれかが全てを負担
②双方が一定の分担割合で負

担
③一定額まで一方が負担
④一定額まで双方が一定の分

担割合で負担

県又は市による県市共同体制
の破棄

公表されている資料上では明確
な記載は確認できていない。
ただし、行政間での協定に定めら
れている可能性が推察される。

事業開始時の想定収入を超え
たもしくは下回った場合
※民間事業者の継続的な公園
活性化の維持及び公共施設と
しての役割の維持を目的として
想定しているリスクとなる。

プロフィットシェア／ロスシェア

・供用開始後／事業期間中に
施設・設備の瑕疵が見つかっ
た場合。

・当初想定できなかった重大な
欠陥があることが判明した場合。

・事業者の瑕疵担保期間の設定
(例：2年(倉敷市少年自然の家))

・瑕疵の起因主体の明確化
（例：対象施設の関連資料（建築工
事、修繕履歴等）の公開）

※瑕疵に起因するものが特定できない
場合は、自治体と事業者の間で協議に
よって負担内容を決定。

事業期間

事故／需要の変動／
天災／物価上昇等

実収入 実支出

リ
ス
ク
の
顕
在
化

想
定
と
実
収
支
の
ギ
ャ
ッ
プ

先
行
事
例
に
お
け
る
対
応

減少

増大

or

実支出 実収入 実収入 実支出

想定額

（既存施設活用リスク_参考事例：多摩地域ユース・プラザ(仮称)整備等事業／徳島県青少年センター整備運営事業実施方針／福岡市美術館リニューアル事業／上郷・森の家
改修運営事業／所沢市民文化センター改修事業／(仮称)倉敷市少年自然の家施設整備運営事業／岡山市当新田健康増進施設運営・維持管理事業）

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

21．本事業特有のリスクの洗い出し（仮説）
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仮説の検証

26



11/27（水）に、現行の指定管理者及び昨年度の国交省ブロックプラットフォームに参加した事業者を対象に、①現状に関する意見／②市の考えに
関する意見／③その他（自主事業のアイデア等）についてヒアリングを実施しました。

22．現行指定管理者等へのヒアリング調査の実施

項目

ヒアリング調査結果

指定管理期間

ヒアリングの主な結果（確認できた事項等）

現指定管理者としては、経済性等を考えると指定管理期間は5年が妥当である。ただし、自主事業を進めていくのであ
れば、5年は短い。
官民の負担度合次第であるが、5年では短く、10年が適当である。

指定管理料
向島公園単体の算定金額を見ると、修繕のための費用が不足しているのが現状である。
多目的球場の金額は、前期間から引き続き指定管理しているため、実績を踏まえた適切な金額である。

向島公園エリア（各施設等）の
現状（管理体制や利用状況、課題等）

どの施設も、修繕・更新（具体的には、青年の家の空調、テニスコートの人工芝、球場の水はけ設備、向島公園内の
トイレの浄化槽等）を要する。
近隣の同種施設と比べると、青年の家や向島多目的球場の利用料金が低い。一方で、利用者数の変化や施設の老
朽化に懸念があるため、利用料金の増額を進めることも難しい状況である。
公園の管理について、下記事項が確認できた。
① 週数回公園の清掃を委託していること、海浜公園は夏場（7/15～8月末）のみ管理を委託している
② 常駐の窓口がないため、公園内の落とし物連絡等に対応できていない
③ 公園の予算は市と県で別々となっており、指定管理者としては課題と感じている
青年の家の利用状況について、下記事項が確認できた。
① 自主事業は、小学生以下を対象とした教室が好評である
② 宿泊利用は、小学生～中学生の団体が中心である
③ 大会等に合わせて遠方から宿泊利用する人もいる
球場の利用状況について、下記事項が確認できた。
① 大会等の早期予約で土日祝日の枠がほとんど埋まってしまっている
② 平日夜間も同様の傾向がみられており、一般利用者の利用が難しい

市の考え（4施設の一体的な管理等）
に対する意見

一体的な管理により、経費削減等の効果が期待される。ただし、施設のまとめ方等は検討を要する。
事業期間が長い方がよい。
施設・設備劣化のリスク分担の明確化について十分な検討がなされていれば、事業期間が長期になることは問題ない。
収支計画については、指定管理期間内における一定の期間ごとの見直しが可能な形が望ましい。
青年の家の設置目的という制約がなければ、潜在的な需要はあるため、スペースとしての活用等が検討しうる。

その他（自主事業のアイデア等）

松林は魅力的であり、マルシェの開催やハンモックの設置等により集客の可能性がある。
コミュニティバスの路線を設定し、委託を行えば、向島公園まで路線を伸ばす可能性はある。
駐車場が少ないといった苦情はほとんどない。イベント時に駐車場が埋まっていることは認識しているが、現状のままで問
題ない。
新しく実施できると良い自主事業として、植物観察などの自然に関するイベントやキャンプファイヤーが挙げられる。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価
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サウンディング調査は1/28（火）～1/30（木）に実施することを予定し、下記のフローを作成しました。
調査の実効性を高める工夫として、①民間事業者への検討資料（抜粋）及びヒアリングシートの事前送付、②サウンディング実施後のヒアリング
シート回答の受付を行い、民間事業者が本事業について理解する時間及び回答を作成する時間を確保しました。
公募に加えて、周知発信強化のために、個別企業への案内送付を行いました。具体的には、③1/14（火）を目処に案内候補先（業種レベル）を
コンサルから市に提供し、④市及びコンサルから直接民間事業者へ案内送付を行いました。

サウンディング調査実施フロー（当初予定）

公募

社内検討

社内検討

参加申込

資料受領

①資料事前送付
／日程打診

ヒアリングシート回答記入

資料受領

案内
候補先

・資料確認
・日程調整
・ヒアリング準備

コンサル

市(窓口)

企業候補
(一次受付)

市案
送付

修正案
送付 送付

企業候補
(二次受付)

・資料確認
・日程調整
・ヒアリング準備

公募資料の
確認及び修正 検討資料の抜粋

③
情報
提供

①
資料

事前送付

・資料確認
・日程調整
・ヒアリング準備

サウンディング
調査実施

公募資料の
検討・作成

②ヒアリングシート回答送付

1/7(火)～1/10(金)～1/6(月) 1/20(月)～1/27(月)1/14(火)～1/17(金) 1/28(火)～1/30(木)
休 休

1/31(金)～2/7(金)

一次受付期間公募準備 サウンディング実施準備二次受付期間 サウンディング実施 回答受付期間

ヒアリングシート
の提供

結果
取りまとめ

ヒアリングシート回答記入

参加申込
①資料事前送付

／日程打診

ヒアリングシート回答記入

希望業種の検討

希望
打診

企業名
提供

案内候補先の検討／選定

④
案内送付

④案内
送付

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

23．サウンディング調査実施フロー（当初予定）

28



スポーツ施設運営企業

アウトドア・キャンプ・
グランピング企業

イベントプロデュース・
観光企画企業

① スポーツ施設運営企業A
② スポーツ施設運営企業B

① アウトドア・キャンプ・グランピング企業A

① イベントプロデュース観光企画企業A
② イベントプロデュース観光企画企業B
③ イベントプロデュース観光企画企業C

その他 ① その他A
② その他B

バス会社 ① バス会社A

業種類型 対 象 企 業

今回、合計10社の民間事業者に対して、電話・対面・シートによるサウンディング調査を実施しました。なお、日程の都合が合わなかった事業者については、
後日、個別に日程調整を行い、サウンディング調査を実施しました。
調査対象企業の一覧を以下に示します。なお、対象施設の現行指定管理者もサウンディング調査に参加しています。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

24．サウンディング調査対象企業一覧

サウンディング調査対象企業一覧

リース会社 ① リース会社A
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各社回答状況 本事業への関心度合い

回答欄 回答数 割合
（％）

1．非常に関心がある。 3 37.5%

2．関心がある。 4 50.0%

3．関心はわずかだ。 1 12.5%

4．全く関心はない。 0 -

5．わからない。 0 -

有効回答計 8 100.0%

カテゴリー ID 企業コード 現地確認 対面実施 シート回答

スポーツ施設運営
企業

1 スポーツ施設運営企
業A 〇 〇 〇

2 スポーツ施設運営企
業B 〇 電話 〇

アウトドア・キャンプ・
グランピング企業 3 アウトドア・キャンプ・

グランピング企業A 〇 〇 〇

イベントプロデュース
観光企画企業

4 イベントプロデュース
観光企画企業A ー 〇 〇

5 イベントプロデュース
観光企画企業B ー 〇 ー

6 イベントプロデュース
観光企画企業C ー 〇 〇

バス会社 7 バス会社A 〇 〇 〇

リース会社 8 リース会社A 〇 〇 〇

その他
9 その他A 〇 〇 〇

10 その他B ー 電話 ー

計 6 8 8

受領したヒアリングシート及び当日のサウンディング議事録を基に、関心度合やヒアリングシートの項目等についての意見を下記の通り、整理しました。
ヒアリングシートに回答している8社中、「1.非常に関心がある。」と回答した事業者が3社、「2.関心がある。」と回答した事業者が4社あり、参加した多く
の事業者が本事業に関心を示していることが確認できました。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

25．市場調査結果総評（１／5）各社回答状況及び関心度合い

1.非常に関心がある。
2.関心がある。
3.関心はわずかだ。
4.全く関心はない。
5.分からない。

3

4

1
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「現状と理想、その間のギャップの存在」について、民間事業者の共感が得られたことが確認できたため、本事業の前提条件として有用であると考えます。
「対象施設の連携による課題解決検討マトリックス」は、全体として民間事業者の共感が得られたため、その効果は確認できたと考えます。
周辺地域のポテンシャルについては、現状、アクセス面等に課題があるため、周辺地域のポテンシャル・メリットは少ないと考えられます。しかし、今後、市と
して周辺地域との連携を求める方針とする場合、地元の飲食を提供されている方との連携／向島公園エリア入り口付近の整備／周辺駅からの送迎／
行政の方針の明確化等の条件を満たすことでポテンシャルの向上が期待されます。

連携による
課題解決検討

マトリックス

周辺地域のポテンシャル

本事業における
現状と理想、

その間のギャップの存在

☆回答済みの8社全てが共感できると回答している。

・アウトカムについては向島公園部分での利用料金収入がないため評価
は難しいが、理想として共感できる。

☆回答済みの8社中6社が共感できると回答している。

青年の家を中心とした管理が想定される。

球場×公園のスポーツイベントは収益も期待でき、共感できる。

青年の家×球場の連携効果は、球場の利用状況（大会等の早期
予約による一般利用の難しさ）を考慮すると、現状では難しい。

飲食の提供を伴ったイベントの開催の実現性が高いと考える。

現指定期間内でも向島公園エリアの関係団体が協議検討する機会
があれば、それぞれの課題を共有することで解決の糸口が見えてくる可
能性もあると考える。

現時点では、交通面等の問題があり、連携等の可能性は低い。現
地の飲食を提供されている方との連携や行政の方針が糸口になると
思われる。

アクセス面では、駐車場の整備や駅と向島公園エリアを結ぶシャトル
バスの活用、向島公園エリアの入り口部分の整備が必要である。

ただし、イベント時の警備の関係上、収容人数の制限（ナイトファンタ
ジーイリュージョン時：7,000人）を考慮する必要がある。

仮説として設定した理想（To-be）について、民間事
業者の共感が得られたことが確認できたため、本事業
の前提条件として有用であると考える。

一部の連携効果に対する共感の濃度の違いは見られ
るが、全体として民間事業者の共感が得られたため、
4施設間で連携することによる効果は確認できたと考
える。

現時点ではアクセス面等に課題があるため、周辺地域
のポテンシャル・メリットは少ないとの意見が多かった。た
だし、今後、市として周辺地域との連携を求める方針と
する場合、以下の条件を満たすことでポテンシャルの向
上が期待されることが示唆された。

• 地元の飲食を提供されている方との連携
• 向島公園エリア入り口付近の整備
• 周辺駅からの送迎
• 行政の方針の明確化

１

２

３

仮説に対する主な意見及び総評①
仮説 仮説に対する主な意見 総評

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

25．市場調査結果総評（2／5）仮説に対する主な意見及び総評①
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県市共同体制

手続きや使用に関するルールを統一して欲しい。
市が包括的に対応できる環境の整備が望ましい。また、地元企業との連
携や人材雇用等の面でのサポートを期待する。
県立部分について協議時（仕様増や予算減等）に、管轄外であるとして、
市又は担当課が関与できなくなるのではないかという懸念がある。

県市共同体制のあり方に事業者が求める内容としては、
下記の事項が確認できた。
• 手続きや使用に関するルールの統一
• 市が包括的に対応できる環境の整備

５

仮説に対する主な意見及び総評②
仮説 仮説に対する主な意見 総評

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

25．市場調査結果総評（3／5）仮説に対する主な意見及び総評②

青年の家の今後の活用

幅広い利用者の受け入れが可能になるため、社会教育施設の廃止
が望ましい。
取壊しは費用がかかる点、その後の具体的な活用が明確でない点か
ら望ましくないと思われる。
青年の家を解体し、向島公園の広場を拡大し、親子への安全安心
のできる新しい場を提供することが適していると考える。

宿泊利用者の拡大が期待される等の理由から、多くの
事業者より、社会教育施設の廃止を望む意見が多く
確認できた。
建物の取壊しについては、事業者によって意見が分か
れているため、活用方針別に整理を要する。

６

本事業における
収益事業の展開可能性

イベント関係の実現性が高いと考える。
調理機能に特化した青年の家の改修や海浜公園特有の地形、立地
を生かした事業等が実施されれば、可能性があると考える。
マーケットや市民の需要等の情報が不足しているため、現時点では不
透明である。そのため、今後、実証実験を実施、調査していく必要が
ある。

民間事業者の提案ベースでは可能性があることがうか
がえたが、判断のための情報（マーケット等）が不足し
ているとの意見もあり、実現可能性は不明確である。
具体の可能性の検証を目的とした実証実験等の実施
を提案する意見も見られたため、市として対応可否を
検討することが望ましい。

７

事業スキーム候補
事業範囲
管理運営手法

（運営業務まで実施可能な事業者）スキーム案2もしくはスキーム案3
で検討を進めたい。ただし、スキーム案3はハードルが高いと考える。
（維持管理を得意とする事業者）スキーム案1を想定している。施設整
備を含む場合は構成員としての参加を想定している。
連携や費用の面でメリットを生み出す場合、対象施設の一体管理が望ま
しい。ただし、向島多目的球場については、市内の他スポーツ施設との一
体管理によって応えられていないニーズに応えることができると思われる。
現状では、集客力が強いエリアではないため、指定管理者制度が最適で
あると考える。

連携や費用の面でメリットを生み出すことが期待される
ため、指定管理者制度による4施設の一体管理が妥
当であることが確認できた。
スキーム案1については、運営まで含めた視点の意見で
は妥当性が低いことが確認できた。スキーム案2,ス
キーム案3は両案とも一定の妥当性を確認できた。た
だしスキーム案３は、収益事業で公園施設修繕費ま
で賄えるかは需要に懸念があるため、収益事業はあく
まで提案部分とすることが考えられる。

４

本事業では、連携や費用の面でメリットを生み出すことが期待されるため、指定管理者制度による4施設の一体管理が妥当であると考えます。
また、民間事業者が求める管理運営の実現のために、事業スキーム候補としてスキーム案2,スキーム案3／県市共同における使用等に関するルールの
統一・市が包括的に対応できる環境の整備／青年の家における社会教育施設の廃止が必要であると考えます。
なお、収益事業は、判断のための情報が不足し、現時点では不透明であるため、実証実験等の実施により、可能性の検証を要すると考えます。
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事業期間

本事業特有のリスク

適切な事業期間として、5年／10年／15年の回答が得られている。

企業投資をした場合、10年以上は期間が必要であると考える。
一方で、長期間とした場合、建設後、期間が経っているため、老朽化
への負担が増える懸念がある。
長期間運営する場合、地域側の働き手の確保が重要なポイントとなっ
てくる。

県市一体的な体的な管理制度の場合、PFI事業における共通リスクにつ
いても責任の所在を明確にする必要がある。
プロフィットシェア・ロスシェアについては、公募時点における設計変更等を明
確化する必要がある。また、収益の悪化を招く可能性があるリスクを特定し、
予めその回避策を設定することが良いと思われる。
ロスシェアの場合、行政側の補填の判断が難しいと思われる。
瑕疵の起因主体の明確化は必要。瑕疵担保期間や責任の主体は元々
の施設状況によって検討する必要があると考える。
既設建造物に対する計画修繕・更新に関するリスクの考慮が必要。
想定以上の集客がある場合の施設の設計変更などは明確化すべき。
想定外のリスク発生の対策としてアドバイザーなど第三者の設置が必要。
（公益法人としての限界リスク）指定管理者制度であれば、財団の設立
趣旨等を満たすことができるが、他制度の場合、公募自体に参加できない
リスクがある。
（人件費の上昇リスク）周辺地域との関係の中で、上昇することが多い。
このトレンドは今後も継続する見込みである。上昇時、行政とある程度協
議できる環境があれば、地方における問題の解決は可能と考える。
（全国的な病気などの流行）自治体との連携を図れるようなスキームを
予め決めておく必要がある。

事業期間は、5～15年の幅で意見が分かれているた
め、今後、下記事項等の検討を要すると考える。

• 企業投資の有無

• 見直し時期の設定（例：5年ごと）

• 地域側の働き手の確保

本事業特有の3リスクについては、概ね同意が得られて
いるため、本事業特有のリスクとして捉えることは妥当
であると考える。なお、本事業における各リスクの対応
は、下記が案として考えられる。

事業者の意見として出てきた、人件費の上昇リスク、
全国的な病気などの流行への対応について、今後市
としての対応方針検討を要する。

８

９

仮説に対する主な意見及び総評③
仮説 仮説に対する主な意見 総評

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

25．市場調査結果総評（4／5）仮説に対する主な意見及び総評③
適切な事業期間として、5年／10年／15年の幅で回答が分かれているため、今後、企業投資の有無／見直し時期の設定／地域側の働き手の確保
等について検討を要するものと考えます。
本事業特有の3リスクについては、概ね同意が得られているため、妥当であると考えます。また、人件費の上昇リスク及び全国的な病気などの流行への対
応について、今後検討を要すると考えます。

リスク名称 本事業における対応（案）

共同体制運用
リスク

PFI事業における共通リスクの責任の所
在の明確化

収入変動リスク 収益悪化の要因の特定及びその回避
策の設定

既存施設活用
リスク

計画修繕・更新に関するリスクの考慮
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25．市場調査結果総評（5／5）ヒアリングシート以外の民間事業者からの主な意見

ヒアリングシートの質問以外の民間事業者からの主な意見

項目 民間事業者からの主な意見

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

向島公園エリアの印象

懸念事項等

全国的に良い合宿施設の需要が高まってきているため、合宿としての活用に可能性がある。
桜並木の部分は魅力的だと思われる。
観光素材としては夕日が最大の魅力を感じている。
特殊な地形の公園であり、その先端になるビーチを生かした、居心地の良い空間と時間の提
供ができると考える。

宿泊機能を残した場合、閑散期の方針が課題である。課題解決の手法として冬場の宿泊を取
り止める、イベント・大会の開催等により需要を生み出すという提案を受けた。
市として、「何を目的として、民間事業者に向島公園エリアの活用を求めているのか」という方針を、
明確にしていく必要がある。

対
象
施
設

小規模な部屋が複数あるため、別用途での活用が考えられる。
宿泊機能を残す場合、特定の期間（季節限定等）のみとすることが良いと思われる。青年の家

向島多目的球場

向島公園

県立高砂海浜公園

夜間利用のニーズも高く、夜間利用できる点は強みであると考える。

現在のルールを見直し、自由度を高めること（ BBQやイベント開催等）が重要である。

県立高砂海浜公園からの景観は魅力的である。
海の眺めもよく、松林に囲まれ日差しも強すぎないことから散歩コースの設定に適している。
ビーチスポーツ等の利用においてポテンシャルを有していると思われる。

ヒアリングシートの質問以外に、以下の通り、意見が得られました。
向島公園エリアの印象としては、合宿としての活用に可能性がある／夕日が最大の魅力／特殊な地形を生かした居心地の良い空間と時間の提供が可
能という意見が得られています。
その他に、青年の家の宿泊機能を残す場合、特定の期間のみの営業とすることが良いこと、向島多目的球場の夜間利用できる点は強みであること、県
立高砂海浜公園からの景観やビーチスポーツ等の利用についてポテンシャルを有していることといった意見も得られています。
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12/26（木）に、県市協議①を踏まえた再検討案（1／2）再検討案（2／2） に関する説明と意見交換を目的とした県市協議を実施しました。
特に、「県市協議①の成果として把握できた県の懸念事項を緩和できているか、実現に向けた課題は何か」の2点について協議しました。※コンサル
同席。
最終的な共同のイメージとしてはある程度受け入れられるものとして、県と市の認識を合わせることができました。一方で、実現に向けては、各案ともに解
決すべき課題・懸念があることを確認しました。

26．県市協議②

県市協議②の主旨及び協議内容、成果、課題並びに協議後確認結果

主旨 県市共同体制案の再検討案の説明及び意見交換
（県市協議①の成果として把握できた県の懸念事項を緩和できているか、実現に向けた課題は何か）

協議内容

県市協議①を踏まえた、再検討案の説明
体制変更による新たな事務負担について県で懸念されていることを踏まえ、市が指定管理事務を行う再検討案（1／2）、指定管理は行
わず委託契約の範囲内で民間事業者の自由度を拡大する再検討案（2／2）を提案した。

各案の課題に関する意見交換
再検討案（1／2）は最終的なイメージとしては共感できるが、市への指定事務の移譲を協定のみで行うことはできないのか。
←そもそも港湾法には管理許可という記載が見られないため、協定のみで市に権限の移譲が可能かどうかは、県の条例を所管する課への確
認が必要。（コンサル）
←県の施設の指定管理者を市が指定することについて、県議会、市議会での説明が難しいことを懸念している。（市）
←県としても議決を要するのではないか。ただ、貸付であれば県として既に実施して議会への説明も行っている可能性があるので（別府み
なと緑地）確認する。（県）
再検討案（2／2）について、イメージとしては共感できるが、許可申請の扱いまで市が判断いただけると県としてはありがたい。ただ、判
断主体に責任・リスクが伴うため、市がどこまでリスクを取ることができるかどうかが論点になると考える。
再検討案（2／2）で、そもそも一定期間の許可申請をまとめて行うことが可能かどうかは、県として確認が必要である。

結
果

県の確認の結果、貸付を実施している実績はないことが確認できた。
→協定や管理許可相当の方向で検討することになるため、議決を要する事項、説明可能な範囲について確認しておくことが望ましい。
県の確認の結果、許可申請を委任する取り扱いはできない。また都度の県への申請を要するとのことである。

成果

課題

県市協議①を踏まえた再検討案について、最終的な共同のイメージとしてはある程度受け入れられるものとして、県と市の認識を合わせることが
できた。一方で、実現に向けては解決すべき課題・懸念があることを確認した。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

協議後確認結果

再検討案の課題が下記の通り、明らかになった。可能な範囲で県市ともに確認する。
再検討案（1／2） は、協定による権限移譲の可能性を条例を所管している県の課に確認する必要がある。また、議決を要するため、県
議会・市議会に必要性を理解いただけるよう説明することができるか検討する必要がある。
再検討案（2／2）は、そもそも許可申請をまとめて行う可否を県に確認いただく。そのうえで、市としてどこまで許可の責任・リスクを取ること
ができるのかを検討していく必要がある。

他の、再検討案（1／2）のような形を県から市への貸付によって実現できる可能性があるため、県で既存事例を確認する。
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27．県市協議③

県市協議③の主旨及び協議内容、成果、課題

主旨
・12/26（木）以降、実施しているサウンディング調査の報告
・本調査報告書の記載内容の確認依頼
・県市共同体制再検討案（2／2）に関する事項の確認
・「港湾隣接地域」の指定範囲の有無

協議内容

結
果

再検討案（1／2）について、県から市への権限移譲が協定や管理許可相当によって実現可能であるかを確認する必要がある。そのため、県
の財産に関する考え方や県港湾条例の運用を確認するため、県本庁（企画財政局総務課、県土企画局総務課、土木局港湾課等が想定
される）への確認が必要である。

成果

課題

県市共同体制再検討案の2案について、県市ともに認識を共有し、次年度早期に実際の採用可否について協議することを確認した。
特に再検討案（2／2）については、 (1)市が窓口を代行すること、(2)1年以内であれば包括的に許可申請をすることが可能であることが
確認できたため、県の現場負担を軽減した上で共同体制を組むことが可能と考えられる。

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

サウンディング調査の現状報告
対象企業／回答状況／民間事業者の主な意見（民間事業者が県立高砂海浜公園に見出しているポテンシャル等）

県市共同体制再検討案（2／2）に関する確認及び意見交換
質問1-1：許可申請の許可可否の「判断自体」を、市が代行することの可否

不可能である。
質問1-2：民間事業との「窓口」のみ市が委託を受け、許可通知を代行することの可否

可能である。
質問2-1：民間事業者から県への許可申請について、「一定期間分の行為許可を包括的に申請」することは不可能か。

許可交付後、速やかに事業者が県に使用料を支払う必要がある。そのため、民間事業者が使用料を先払いできるか次第と思われる。
※後日、制度上、最長1年以内であれば、可能であることを確認した。

質問2-2：民間事業者の申請内容に対して「取り決めに基づき、原則許可」とすることは不可能か。
県内部の許可判断基準のようなものはあるのか。（市）
明確に基準として決まっているものはなく、都度判断している。普遍的な基準づくりというより、今回の事業に関する公募資料への反映と
いう形で理解した。（県）
※後日、「不可能」との回答が文面で得られた。

案（ 2／2 ）について、県と市の協定で公募までの大きな流れを合意し、民間事業者が決まったら県と事業者で協議して許可に関する取
決めを行うというイメージで共有した。（県・市）
現在の県と市の協定は締結から相当の時間が経過していること、また長期間の契約や許可に関する記載がないことから、内容を変更する必
要があると認識している。（県・市）

2/25（火）に、サウンディング調査結果報告、業務報告書案記載内容の確認、再検討案（2／2）に関する事項の確認と意見交換を目的とした
県市協議を実施しました。県は加古川土木事務所の管理第二課及び港湾課が出席し、市は経営企画室と建設課が出席しました。※コンサル同席。
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検証結果の反映
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調査
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検証

結果
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総合
評価

28．事業スキーム（検証結果反映）及び留意点

事業スキーム（検証結果反映）及び留意点
【事業スキーム（検証結果反映）】

指定管理者制度による対象4施設の一体的な管理（※県と市の間で協定を締
結し、共同体制の構築を想定（留意点①））
社会教育施設を廃止し、他用途化。もしくは跡地活用。（留意点②）
改修する場合、従来方式（市による請負業務の発注）に基づき行う（管理運
営と一体化させたRO方式で実施する選択肢もあるが、改修の規模と内容が限定
的な場合、民間資金調達等のメリット享受が極めて限定的と想定）
民間事業者の提案による収益事業の実施を想定。ただし、他施設の修繕・整備
費のすべてを充当することは難しいため、切り分けることを想定（留意点③）

高砂市 兵庫県

高砂市 兵庫県

指定管理者

向島多目的
球場

向島公園
県立高砂
海浜公園

他用途
施設

民間

5年 10年 15年 20年 21年～

※ただし、長期間とする場合、見直し時期の設定や人材の確保等について、留意を要する。

今後検討を要する事項

②
青年の家の
活用方針

①
県市共同体制

県市共同体制については、下記の2案（概要）のいずれを採用するか、もしくは
別の案か、県市で次年度協議し、決定しておく必要がある。
4施設一体での指定管理導入を実現し、民間自由度を高めるには、案（1/2）
による、市の一括指定が想定される。
ただし、下記の県市共同体制に民間事業者が求める条件を最低限満たす形とし
て、現状の体制を発展させた案（2/2）も有効である。
条件：手続きや使用に関するルールの統一／市が包括的に対応できる環境の整備

※体制実現の可能性について、県本庁へ
の確認を要する。

仮に建物を改修して維持する場合は、幅
広い利用者の受け入れが可能となること等
から、社会教育施設は廃止して他用途化
することが望ましい。
ただし、改修費の見込みが非常に高額で
あることから、市として建物を取壊す方針
も考えられる。その場合、ハード面（例：
公共施設もしくは民間施設の新設）、ソフ
ト面（例：イベントスペース ）の両方の
可能性があり、市がいずれを受け入れ可能
か検討しておくことが望ましい。

社

社

壊

社

新

イベント

概
要

事
業
ス
キ
ー
ム

事
業
期
間

① 県市共同体制再検討案（1／2）の実現可能性について、県本庁の確認を要する点。再
検討案（2／2）の実現に向け、県と市の協議等を要する点。

② 青年の家の今後の活用方針について、複数の可能性が残っている点。
③ 収益事業に関するアイデアの可能性について検証する必要がある点。

留
意
点

収益施設
or

収益事業

②

①

③

兵庫県 高砂市

民間

兵庫県 高砂市

民間

管理許可相当

指定

民間提案を
踏まえた委託

再委託・県と市の間で協定を締結。
・許可申請では、市が窓口
を担うことで、県の負担軽
減が可能。

・県と市の間で協定を締結。
・許可の判断等を市が受け
持つことが可能。

※民間提案の審査に向けた検討等の進め
方について、県と市の協議を要する。

案(１/2) 案(2/2)

改修・維持

取壊し

存続

新設

社会教育施設の廃止

空地の活用

収益が事業の成立に大きく関係するスキーム案3は、現状では難しいことを考慮すると、社会教育施設の廃止を行うスキーム案2が有用であると考えます。
ただし、上記スキームを進めていく上で、県市共同体制／青年の家の今後の活用方針／収益事業の展開可能性について確認・検討等が必要であると
考えます。

③
収益事業の
展開可能性

本エリアを核とした収益事業について、展開の可能性がある。ただし、仮説のス
キーム案3のように、収益を他施設の整備・修繕費等に充当できるほどの需
要が得られるかは現時点では懸念がある。まずは情報（マーケット、事業の
展開可能性等）が不足しているため、情報収集・検証する必要がある。
具体的には下記のような提案が得られている。
• 合宿施設としての活用（宿泊機能の拡大、期間を限定的にした運営）
• イベント等を運営する拠点
• 飲食を提供する拠点
また県立高砂海浜公園は、事業者に対して特に高いポテンシャル（夕日や景
観等）を有し、アウトドアアクティビティ等の活用可能性もある。 38
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検証結果を反映した事業スキーム（県と市の共同体制の構築、市有3施設・県有施設の一体的な管理等）は、実現性／民間ノウハウの発揮／事業
者の関心の3つの観点から評価した結果、市が目指す理想（公園全体の有効活用及び賑わいの創出、高砂エリアの価値の向上等）を達成する最大
限効果的な手法であると考えられます。

個別管理から一体的な管理運営への移行及び事業期
間の中長期化により、民間事業者の施設間調整・連携
による効率的な運営が期待できる。
指定管理者の業務範囲内において、公園全体を活用し
た施設横断的な自主事業の開催が可能になる。
4施設における使用許可（指定管理業務に定められた
範囲に限る）について窓口が統一され、指定管理者以
外も活用しやすい形が可能である。
「青年の家」における社会教育施設の廃止により、現行
よりも幅広い活用が期待される。

本スキームの導入に対し、関心を示した事業者が多く確
認できている。

県の港湾施設活用については、指定管理者制度を導入
することは、県の管理条例施行規則の改正によって可能
であり、法制度上可能であると考えられる。
県市共同体制再検討案（1／2）は同条例の行為許
可範囲の確認を要するが、再検討案（2／2）は、懸念
されていた県の実務負担を軽減する方法の実現可能性
まで県と確認できている。
青年の家の社会教育施設の廃止については、制度上及
び所管課の意向も踏まえ、実現可能性は高い。

事業手法等の評価

個別評価

実
現
性
（
法
制
度
面
・
合
意
形
成
面
等
）

民
間
ノ
ウ
ハ
ウ
の
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揮

事
業
者
の
関
心
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概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

29．総合評価 ～①事業手法等の評価

【事業スキーム（検証結果反映）】

位
置
関
係
図

高砂駅

県立高砂
海浜公園

上記事業スキーム等は、法制度面・合意形成面での実現可能性が高く、また民間事業者のノウハウを発揮する余地拡大が見込まれ、実際に事業者の関心も確認できたことから、市が目指す理想（公
園全体の有効活用及び賑わいの創出、高砂エリアの価値の向上等）を達成する最大限効果的な手法であると評価できる。
ただし、今後、検討や確認・協議を要する事項が複数あるため、引き続き次年度、実現に向けた検討等を行う必要がある。

指定管理者制度による対象4施設の一体的な管理。（※県と市の間で協定を
締結し、共同体制の構築を想定。（留意点①））
社会教育施設を廃止し、他用途化。もしくは跡地活用。（留意点②）
改修する場合、従来方式（市による請負業務の発注）に基づき行う。（管理運
営と一体化させたRO方式で実施する選択肢もあるが、改修の規模と内容が限定
的な場合、民間資金調達等のメリット享受が極めて限定的と想定）
民間事業者の提案による収益事業の実施を想定。ただし、他施設の修繕・整備
費のすべてを充当することは難しいため、切り分けることを想定。（留意点③）

高砂市 兵庫県

高砂市 兵庫県

指定管理者

向島多目的
球場

向島公園
県立高砂
海浜公園

他用途
施設

民間

※ただし、長期間とする場合、見直し時期の設定や人材の確保等について、留意を要する。

概
要

事
業
ス
キ
ー
ム

事
業
期
間

① 県市共同体制再検討案（1／2）の実現可能性について、県本庁の確認を要する点。再
検討案（2／2）の実現に向け、県と市の協議等を要する点。

② 青年の家の今後の活用方針について、複数の可能性が残っている点。
③ 収益事業に関するアイデアの可能性について検証する必要がある点。

留
意
点

収益施設
or

収益事業

②

①

③

5年 10年 15年 20年 21年～

再検討案（2／2）は現時点で実現可能性が高いが、
左図に示すスキームの内、県立高砂海浜公園に対する
管理が「委託」になり、民の自由度に懸念は残る。
実現に向け、検討・確認等を要する事項がある。
• 再検討案（1／2）の実現可能性に関する県本

庁への確認
• 再検討案（2／2）の実現に向けた県市協議等
• 青年の家の取壊しの可能性を関係課との調整等

現行指定管理者や実証実験の実施事業者が有利とな
ることのないよう、公平な競争環境の確保に努める必要
がある。

収益事業の提案も受けているが、収益・需要の程度につ
いて、可能性を判断するための情報が不足している。

評
価

懸
念

評
価

懸
念

評
価

懸
念
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向島
多目的球場

高砂市
青年の家

向島公園

一般的なアクセス

高砂地区



青年の家の
今後の活用方針の検討

市の方針として、青年の家の建物を【改修して維持するのか、取り壊すのか】を決定する。
社会教育施設の廃止に向け、①行政財産のまま、他課に移管する、②普通財産化する、の
どちらで進めるか検討し、対応（①：関係機関との調整、②：都市公園法との関係性の整
理）する。
改修する場合、市直営で実施する施設・設備改修の範囲を明確にする。

１

県市共同体制の具体化

再検討案（1／2）の法制度面での実現可能性について、県本庁に確認を行う。
再検討案（2／2）における県と市の協議の進め方等を検討・決定し、協議を実施する。ま
た、具体的に現協定の見直し内容について、本調査を踏まえた協議を行う。
民間事業者の提案内容を県が確認できるスケジュールや審査体制を構築する。

２

民間事業者の提案の具体化／
事業の展開可能性の検証

民間事業者との対話の継続と、再度の詳細市場調査実施。
収益事業の可能性の検証を目的とし、実証実験を実施する。なお、実施に際しては、以下の
点に留意が必要である。
• 県の施設を含めた実験の場合、県と別途協議すること。
• 民間事業者の提案に対し、目的内／目的外の判断をすること。
• 現行の指定管理の業務範囲との重複を避けるため、民間事業者の提案内容が、現行の

指定管理の要項外であることを確認すること。

３

今後の事業実施に向けて、①青年の家の今後の活用方針の検討、②県市共同体制具体化、③民間事業者が提案する収益事業可能性の検証が、
解決すべき課題として挙げられます。

今後の課題及び解決策整理

今後の課題 解決策

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

29．総合評価 ～②今後の課題及び解決策整理
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指定管理

指定管理

指定管理

業務委託 業務委託 業務委託

指定管理

令和元年度
（2019年度）

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

今後のスケジュール（案）

県立高砂海浜公園

向島公園

向島多目的球場

高砂市青年の家

本事業に関する
庁内外の合意形成

事業者選定

市有3施設の指定管理期間の終了

対
象
施
設
の
管
理
状
況

項目

調査
概要

仮説
設定

仮説
検証

結果
反映

総合
評価

29．総合評価 ～③今後のスケジュール（案）

県市協議

実
施
方
針
案
作
成

•

第
2
回
Ｑ
Ａ

•

参
加
表
明
受
付
／
資
格
審
査

•

第
1
回
Ｑ
Ａ

実
施
方
針
公
表 選

定
委
員
会
に
よ
る
審
査

（
プ
レ
ゼ
ン
／
選
定
含
む
）

12
月
議
会
に
て
指
定

契
約
協
議
／
締
結

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
実
施

素
案
の
策
定

市
民
説
明
／
意
見
交
換

関
係
課
ヒ
ア
リ
ン
グ

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

最
適
化
計
画
の
策
定

リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
期
間

※

市における指定管理全般の所定手続きが、10月審査、12月議会にて指定であることを前提とし、逆算した事業スケジュールを下図の通り、作成しました。
ただし、下記は最短の非常に厳しいスケジュールであるため、下図の①②のような方法でスケジュールに余裕を持たせることが望ましいと考えます。
①実施方針案策定の時期を早めることが考えられます。具体的には、例えば、コンサル選定期間の短縮を図る等が考えられます。
②所定手続きのタイミングを順延することが考えられます。例えば、現行指定管理期間終了後、次の議会までリニューアル期間を設定する等が考えられます。

コ
ン
サ
ル
選
定
期
間

庁内外の合意形成

※選定等が延長した場合、「リニューアル期間」を設ける可能性がある。

全体最適化計画の
策定／公表

募
集
要
項
等
作
成
／
公
表

実
施
方
針
Ｑ
Ａ
対
応

実証実験

応
募
者
に
て
提
案
書
を
仕
上
げ
る
期
間

契約手続き終了のタイミングに合わせて
オープン時期を調整

4~6 7~9 10~12 1~3
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30．本調査実施により得られた先導的な成果

本調査実施により得られた成果

本調査実施による成果として、①市発意の県市共同体制構築におけるポイント把握とモデル案の構築、②民間事業者の自由度を最大化する公側の
準備事項整理が挙げられます。

市発意の県市共同体制の
検討プロセスの整理と

モデル案の構築
１

民間事業者の自由度を
最大化する

公側の準備事項整理
２

項目 具体的な成果内容

市が主体的に県に持ちこんで検討する共同体制の構築に際しては、県の協力と負担軽減が論点に
なることを確認した。具体的には下記のプロセスが重要であることを明らかにした。
• 県側が期待できるメリット及び県が要する手続きの明確化
• 県側の新たな事務負担の整理及び負担軽減の手法の検討、実現可能性の確認
• 複数回の協議による体制案の絞り込みと、議決等の留意事項の共有
制度上想定された６案から、上記を踏まえて実現可能性の高い2つのモデル案を新たに構築し、課
題と合わせて整理した。

本調査では、公の意思決定に先行して「民間の自由度を最大化する」という目線で選択肢を比較し、
民の思いに公が応えるための準備を早期段階から行った。
市の方針決定前の調査は、ともすれば、民から参加のメリットが薄いと判断されかねない。しかし、本
調査では、下記のような十分な準備を行ったことで、次年度以降の進展を公民で実感することができ
た。
• 利用・収益増が期待される効果から見た施設間連携の見える化
• 民の管理可能範囲から見た、管理許可と指定管理者制度の比較
• 収益性向上の観点での社会教育施設（例：青年の家）のあり方整理
• 各施設所管課の市場調査・県市協議への同席による、庁内で民の思いに応える意識の啓発

兵庫県 高砂市

民間

管理許可相当

指定
・県と市の間で協定を締結。
・許可の判断等を市が受け持
つことが可能。

案（１/2）

【課題】
・関係者(他部局、議会、住民等)への説明・合意形成
を慎重に行う必要がある。

・県と市の費用負担を調整する必要がある。

【課題】
・あくまで委託の拡張であるため、指定管理者制度と比べて、
民間事業者の手間や自由度の面で懸念が残る。

兵庫県 高砂市

民間

民間提案を
踏まえた委託

再委託・県と市の間で協定を締結。
・許可申請では、市が窓口を
担うことで、県の負担軽減が
可能。

案（2/2）
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（H27.11～H28.3）
・対話型調査実施

（H28.6）
・公募開始(プロポ―ザル)

（H28.9）
・優先交渉権者決定

（H29.3）
・少年自然の家運営終了・廃止

（H29.4）
・少年自然の家を公園施設として活用※2

(公園施設の一部として緑地公園課に移管)
・事業開始

（H29.9）
・「インザパーク」オープン

・ぬまづまちづくりファンド設立

部分的に賃貸可能

※3 連絡調整会議は「他施設～」とあるが、出席者の詳細は公表情報からは不明。
※4 改修における市の費用負担範囲は、「最低限のインフラ改修」と「それ以外の事業者が求める内容」があるが、後者については公表情報からは詳細不明。
※5 事業説明会資料よりテントやツリーハウスの可能性が高いが、明確な根拠資料が公表情報にはないため、確認が必要。

少年自然の家
跡地施設

事業者が新たに
設置する施設※5

管理許可
(10年)

芝生
広場

事業区域（基本協定により区域設定） 事業区域事業区域外

設置管理許可
(10年) 使用料使用料

占用許可・
行為許可

・設置場所：都市公園区域
・許可料：年間200円/㎡、概算で年60万円
>敷地全体のうち建物敷地とその周辺部に対してのみ、使用料を課すという考え方に基づいている
>使用料が発生する敷地の面積は 3,000 ㎡
>下限180円/㎡として提案を求めた

・占用許可に伴う使用料：市都市公園条例に定める金額

使用料
指定管理(5年)

連絡調整
会議※3

指定管理(5年)

一時的なイベント
利用

出資

出資 出資

市営部分
(テニスコート）県営部分(球場等）

維持管理・運営 維持管理・運営

一部改修・
維持管理・運営

建設・
維持管理・運営

維持管理

出席
可能

少年自然の家芝生
広場

市営部分
(テニスコート）

県営部分
(球場等）

愛鷹運動公園※1
（市都市公園条例、運動公園）

提案可能区域 少年自然の家跡地施設提案不可区域

愛鷹広域公園※1
（県都市公園条例、広域公園）

区域図

社会教育施設としては廃止、
公園施設として今後活用※2

●事業スキーム

●空間構成

●本資料の各図、説明は、下記の参照資料よりコンサル作成
【沼津市資料】
・沼津市立少年自然の家跡施設等運営事業者募集要項
・募集要項 資料2 基本協定書（案）
・市ホームページ 区域図（概要）
・沼津市立少年自然の家等の活用提案に関する対話型調査の実施要領
・沼津市立少年自然の家跡施設等の活用事業説明会 当日配布資料
・沼津市パークマネジメントプラン
・少年自然の家の歩み
・都市計画部緑地公園課ホームページ
【静岡県資料】
・ふじのくに森林の都しずおか森林空間利用先進事例集
・愛鷹広域公園ホームページ
【その他】
・沼津信用金庫ニュースリリース「ぬまづまちづくりファンド優先責任事業組合第1号
投資案件の投資実行について」

※1 広域公園と運動公園の範囲、本事業に関する県の関わり方については、公表情報では詳細不明。
※2 「公園施設に新しく位置づけられた」のか、「従前は社会教育施設かつ公園施設だった」のかは公表情報では詳細不明。

株式会社インザパーク
(株式会社オープンエー子会社)

ぬまづまちづくりファンド
有限責任事業組合

一部改修※4
・建物除却

沼津市

既存指定管理者(H28.4～H33)
株式会社日産クリエイティブサービス

静岡県 沼津信金 MINTO

出典：沼津市「沼津市立少年自然の家跡施設等運営事業者募集要項」

●主な経緯

31．【参考例】沼津市立少年自然の家跡施設等運営事業
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